
 

○大規模災害発生時における広域防災拠点に関する協定書 
 

 愛媛県（以下「甲」という。）と八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合（以下「乙」という。）は、

愛媛県内で県外等からの応援を必要とする規模の災害（以下「大規模災害」という。）が発生した

際に、救命・救助活動等に従事する自衛隊、警察、消防等の広域支援部隊を速やかに参集させると

ともに、国や他県等から提供される支援物資を効果的に集積、保管、搬送するため、広域的な防災

拠点（以下「広域防災拠点」という。）の確保に関し、次のとおり協定を締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、大規模災害が発生した場合において、乙が所有する施設を、広域防災拠点と

して甲が優先的に使用する場合に必要な事項を定めるものとする。 

 （施設の名称） 

第２条 この協定において、乙が甲に対し、優先的に使用させる施設は、次のとおりとする。 

   八幡浜・大洲地区運動公園(所在地：大洲市平野町野田乙１６４４番地) 

 （施設の使用） 

第３条 大規模災害が発生した場合は、甲から乙に対し、要請を行ったうえで、前条に定める施設

（以下「施設」という。）を優先的に使用できるものとする。 

２ 甲は乙に対し、可能な範囲で施設の職員に協力を求めることができるものとする。 

 （使用の条件） 

第４条 甲が乙の施設を使用する場合の使用料等は、原則無償とする。ただし、施設を使用する期

間の光熱水費等については、甲が負担する。 

２ 甲は、施設の使用が終了したときは、甲の責任により原状回復を行うものとする。 

３ 乙が、施設を指定管理者制度等により第三者へ管理運営を委任している場合であって、甲が施

設を優先的に使用することにより当該第三者に損失が発生したときは、甲と乙は当該損失につい

て協議の上、適切に対応するものとする。 

 （連絡体制等） 

第５条 この協定を円滑に実施するため、甲及び乙はお互いの連絡先を交換するものとする。 

２ 乙は、施設の現況等を変更する場合は、甲へあらかじめ通知するものとする。 

 （平時からの連携・協力等） 

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく災害対応を円滑に実施するため、平時から緊密に連携する

ものとする。 

２ 甲は、乙と協議の上、大規模災害発生時に使用する資機材や設備等を施設に保管するものとす

る。 

３ 乙は、自衛隊等の関係機関による施設の現地調査等や、甲が実施する施設を活用した訓練の実

施に、支障のない範囲で協力するものとする。 

 （有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結日から平成27年３月31日までとする。ただし、有効期間

満了の１月前までに、甲または乙のいずれかが書面をもって協定終了の意思表示をしないときは、

有効期間満了の翌日からさらに１年間延長するものとし、以後も同様とする。 

 （協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、その都度甲乙協議して定め

るものとする。 

 この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上各自１通を保

有する。 
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